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書評
石田浩著『共同幻想としての〈中華〉
ー経済学著論述海峡両岸的形勢』
?
嶋
? ?
1. 本書の特徴と構成
1)著者の中国，台湾研究 著者は， 中国農村に関する研究を， 『中国農村社会経済
構造の研究』（晃洋書房， 1986年），『中国農村の歴史と経済ー一股村変革の記録＿』（関
西大学出版部， 1991年），『中国農村経済の基礎構造ー一上海近郊農村の工業化と近代化の
あゆみー 』ー（晃洋書房， 1993年）と相次いで，発表してきた。『中国農村社会経済構造の
研究」は，中国農村の基礎をなす共同体の研究方法を丹念に検討したものであり，あとの
2著は1984年以後に精力的に行った実態調査に基づく中国農村の現状分析である。『中国
農村の歴史と経済』は，中国沿海地域の農村を，東北，華北，華中，華南にわたって調査
し，革命を経た中国農村の伝統と変化を追跡したものであり，そのためには解放前の「中
国農村慣行調査」の対象村を尋ねてその調査以来の変化を検討することまで行っている。
『中国農村の基礎構造』は，上海近郊の農村について，郷鎮企業による工業化を検討した
ものである。中国共産党第11期三中全会以後の中国農村の変化を，変化が最も激しい沿海
地域について，自らの実態調査に基づいて解明しようとした研究としては他の追随を許さ
ないのではなかろうか。
その著者は，今，研究の焦点を台湾に移して，これまでの中国研究の蓄積の上に，中台
関係について考察を進めようとしている。ただ， 著者にとって台湾研究は初めてではな
い。中国農村に関する著沓の前に「台湾漢人村落の社会経済構造」（関西大学出版部，
1985年）を発表している。「1975年に初めて台湾と出会い， 翌年の76年に台湾を訪問し」
「1976年の訪台後，毎年のように訪問し， 各地の農村で調査研究に従事した」と自ら記し
ている台湾研究の成果である。しかし，この台湾研究は，台湾を研究の焦点に置き，そこ
に存在する問題を深く追求しようとするものではなかった。著者の関心は，中国の伝統的
農村社会が共産党の革命によってどのように変容したかを探ることにあった。そのために
は，まず革命前の状態を把握しなければならない。しかし当時の中国政府は，現実社会を
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内在的に調査分析することを好まず，まして外国人が中国でそのような調査研究をするこ
とはほとんど不可能であった。そこで福建省，広東省からの移民で成り立っている台湾に
着目し，台湾農村の社会組織の基底に機能している組織構成原理を抽出することに努めた
のであった。そして，台湾農村の社会集団には「同族」（血縁）と「同郷」（地縁）が基底
にあり，伝統的組織原理が機能していることを明らかにした。台湾農村の社会集団に組織
の再生産を保障するこの「同族」「同郷」の結合を「生活共同体」 と規定し，台湾近代化
の現象の基底に相変わらずこの「生活共同体」が機能していることを確認した。この調査
研究の成果をまとめたのが『台湾漢人村落の社会経済構造」である。台湾の調査研究でえ
られた中国農村とその基底にある生活共同体の理解をもって中国で農村の実態調査に進ん
だのであった。
1984年以後の中国での調査では．まずこの同族的，同郷的生活共同体の解放前の状態を
確認し，その革命後の変化が追求された。しかし，明らかになったのは．土地改革，人民
公社といった社会主義的改造はもとより社会主義市場経済下の郷鎮企業まで，すべて同族
的，同郷的生活共同体を基礎にして行われてきたことであった。また，政府が強力に人民
の意識改革を迫れば迫るほど，農民は，自己の生存を保障するために，家族，同族といっ
た血縁関係と友人や村人としての地縁関係を大切にしてきた。共同体は社会主義的改造に
よっても，市場経済の発展によっても解体されず，むしろ強化されているかのようである。
経済改革と対外開放が口にされるとただちに伝統の復活になったのはこのためである。
しかし，文化大革命後の経済改革・対外開放路線は，単に伝統の復活をもたらしただけ
ではなかった。暴力，人身売買，売春，賭博，麻薬など旧社会の悪習・悪徳もほとんどす
べて復活した。晒固とした官僚体制と贈収賄と「拝金主義」の下で進められる経済．技術
発展は，社会と自然の急激な荒廃をもたらした。しかし，最も深刻な荒廃は，人々の意識の
荒廃， とくに若い研究者が真剣な研究意欲を失っていることである。この荒廃が著者に中
国から研究の焦点をずらして台湾研究に復帰させた。 1989年に 6年ぶりに台湾を訪れ．そ
れから毎年数回訪台している。ただし，中国の農村調査を行うようになっても，台湾研究
とまったく無縁になったのではなかった。 87年には屡門大学台湾研究所主催の「鄭成功研
究国際学術会議」に出席し， 88年には香港珠海大学中国文学・歴史研究所主催の「羅香林
教授逝世十周年記年学術会議」に出席して研究報告し，また87年度のアジア経済研究所の
「台湾の工業化」研究プロジェクトにも参加している。 87年から89年にかけて毎年行った
福建省晋江県龍湖郷街口村の調査は，中部台湾を開発した施氏一族の故郷の調査であり．
泉州市鯉城区浮橋鎮の調査も台湾人の故郷（僑郷）の調査である。しかし，研究の重点は
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中国農村の革命後の変化の追求にあり， そのための実態調査にあった。その研究の重点
が， 89年の訪台から台湾に移ったのである。 6年間の台湾の変化はめざましく，その後も
急速な経済成長を続けている。この89年の訪台以後に台湾について発表してきた論文を集
めたのが本書である。
ただ，注意しなければならないのは，著者自身，台湾ー中国一台湾と推移してきた研究
について書いているが，中国の調査研究に熱中した時にも台湾から完全に切り離れたので
はなかったように，台湾に焦点を移しても，中国が忘れ去られているのではない。台湾と
中国との交流が深まる中で，著者の目は台中関係を見詰め，思いは台湾と中国双方の将来
に馳せているのである。
2)本書の概要 著者の研究の推移を述べ，台湾の研究条件と台湾研究の状況を簡単
に説明した後，戦後台湾経済の発展，その結果としての民主化と国民党の台湾化，台中接
近を分析し，台中関係が親密になる中でその統一の可能性に関心がもたれるようになった
が，統一は台湾と中国が共有する＜中華＞の誇りに基づく共同幻想に過ぎないと論じてい
る。平易な文で分かり易く説明されているが，論理の組立ては綿密な思索の上に心憎いま
でに巧妙で，その主張には情熱が込められている。
まず台湾の研究施設が， 中央研究院について， 学術中心的で， 中国の資料も「人民日
報」をはじめ集められていて，自由に利用ができ，研究条件も改善されてきており，研究
者が熱心に積極的に研究していることが述べられている。そのような中でとくに注目され
ることとして台湾史研究の興隆があり，その背後に台湾で生まれた若者の間に台湾が中国
の一部であると主張するよりは，台湾を祖国と意識する「台湾意識」（「台湾結」）の広が
りと高まりがあり，「中華民国の台湾化」や「国民党の台湾化」の促進があることが指摘
されている。
これにたいして， 日本の台湾研究は， 1970年代半ばにおいて， 1)アジア経済研究所な
ど戦後台湾経済総合研究， 2)日本帝国主義研究の一環としての日本領台期の台湾植民地
政策研究， 3)人類学や民族学の「高山族」研究であったが，現在では，さらに， 4)台
湾史研究， 5)国際政治からの台湾へのアプローチ， 6)台湾文学研究も活発になってい
る。
まず戦後台湾経済研究は，台湾から留学してきた研究者に負うところが多い。台湾の急
速な経済成長は，開発経済論や国際経済論の研究者の関心を引き，その経済成長のプロセ
スは，発展途上国モデルとして，あるいは東南アジアや中国南部との地域経済圏構想との
関連で関心がもたれるようになっている。しかし，著者は，台湾経済研究の多くが経済統
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計資料を利用した計量分析のみで，歴史的，社会的要因を無視し， 「開発独裁」論につな
がることに不満である。「日本領台が台湾社会経済に如何なる影響を与えたのか，国民党
の一党独裁体制が経済発展に如何なる影響を与えたのか，独占的公営企業や利権を持つ党
営企業が経済発展に影響を与え，民間企業の成長にどのように貢献したのか」といった課
題を分析しなければならないと主張する。
人類学・民族学・宗教学の台湾の民族研究は，アメリカの研究者を主体にして，比較的
スムースに進展したが，「高山族」研究については，著者は，家族制度や祭祀， 風俗， 習
慣の研究の視点や意義が不明であることに不満である。漢族研究も，アメリカの研究者に
よって，中国での調査が不可能であった時期に，その代替として始められ，アメリカの中
国研究の主流であったが，同様の方法で香港やシンガボールでも調査研究が行われるよう
になった。日本のこの分野での研究は極めて少ない。
日本帝国主義史研究の一環としての台湾の侵略，統治に関する研究は， 日本の台湾統治
の延長線上に現在の複雑で微妙な台湾の政治状況が存在することに関心が示されていな
い。とくに注目されることは，中国研究者・中国史研究者が関わっていないことである。
このことについて， 著者は， 「中国史研究者の視点と関心は中国あるいは中国社会主義に
あり，台湾にはないからである。また，共産党は善玉であり，国民党は悪玉であるという
硬直した教条主義的人民史振に基づき，あたかも台湾には人民がいないかのように台湾民
衆に対する視点が欠落してきたからである」とまで極言している。
台湾史研究の中心は， 明代史，清代史， 民国史であり， とくに清代史が重視されてき
た。しかし，．研究者の多くは， 中国史の中の台湾史と位置づけ， 「たとえ人民史親にたっ
た台湾史研究であると自認しても，中国史研究や台湾史研究が台湾現代史と切り離され，
台湾には人民は存在せず，すべてが国民党や蒋介石一味であるかのようにされたため，そ
の研究は1949年の国民党の台湾逃亡で終わりとなる」と，台湾住民を無視した台湾史研究
に憤りを感じている。このような日本の台湾史研究は，台湾で盛んになりつつある台湾史
研究とは根本的に異なったものである。
台湾文学研究については，台湾文学が中国文学と異なった独自の文学であることが強調
され，台湾意識の成長が台湾文学を単に中国文学の一部として捉えようとすることを拒否
したとされている。
このような台湾研究の状況にたいして， 著者は， とくに戦後台湾経済研究の「開発独
裁」論批判に強い意欲をもっている。まず，国民党が運営してきた公営企業，党営企業と
民間企業を鋭く対比して説明している。
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国民党は， 日本が台湾に投資し，経営してきた資産をすべて接収して公営企業にした。
銀行，建設，石油，鉄鋼，造船，新聞，放送など基幹産業である。また証券， 信託， 損
保，化学，石油化学，セメント，貿易，海運，電気・電子機器，倉庫，紡績，テレビなど
の重要産業に党営企業を創り，そのいくつかを独占とした。このように重要産業を握った
国民党は，政治では中国から連れてきた大軍隊を使って強権政治を行い，台湾人を厳しく
抑圧した。そのため外国に逃亡したものも少なくなく，国内に残った者は経済活動に情熱
を注いだ。民間企業の多くは中小企業で，公営企業との繋がりが弱かったこともあって，
独自の発展をした。銀行は民間への融資を極力抑えたので，民間企業は血縁，地縁による
資金調達，人的結合を媒介にした頼母子や地下銀行などからの融資に頼らなければならな
かった。公営，党営企業の不効率にたいして，民営企業の発展は目覚ましい。公営企業と
民営企業の工業生産額比率は， 1952年に公営企業56.6彩，民営企業43.4彩であったのが，
90年には公営企業19.0%,民営企業81.0%になっている。
著者は，この公営企業についての研究がないので，公営企業，党営企業が経済成長に果
たした役割究明の必要性を強調している。
台湾経済はめざましい発展をとげた。しかし，社会資本は未整備であり，公共投資が立
ち遅れている。これにたいして国民党が意識的に怠ってきたのではないかという疑いがも
たれているが，いまでは「国家建設6カ年計画」によって大規模の公共投資が行われてい
る。著者は，この社会資本整備の動きを， 1980年以来の民主化とともに，国民党の台湾化
と結び付けている。
台湾の急速な経済成長と急増する外貨保有高は，台湾元の対ドル相場を引き上げ，対外
投資を促進する。その画期が1985年のプラザ合意である。労働集約的輸出加工貿易は国際
競争力を失い，民間企業は安い労働力を求めて生産の拠点をアジア諸国に移し，中国の対
外開放政策とあいまって対中関係が重要な問題として浮上した。
台湾の中国との交流は，台湾の民主化と並行して進んだ。 1986年に「党禁」を破って民
主進歩党が成立し，翌87年には戒厳令が解除され，香港，マカオ観光が自由化され，台湾
住民の中国への探親が解禁されて台湾籍のものでも訪中できるようになった。 88年1月の
蒔経国の死去と李登輝の総統就任によって民主化が加速され， 7月には「現段階の大陸政
策」で積極的な対中政策が打ち出され， 89年3月に中国の「一国両制」にたいして「一つ
の国に二つの政府」を提起し， 4月に「動員反乱鎮圧時期条項」を廃止して中国敵視政策
が放棄され， 90年には10月に中国にたいする間接投資が認められ， 12月に海峡交流基金会
が設立された。
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1987年に中国への里帰りが解禁されると，中台貿易は急速に拡大した。直接貿易が認め
られていないので，主として香港を経由する間接貿易であるが， 87年に15.2億ドルだった
のが， 88年27.2億ドル， 89年34.8億ドル， 90年40.4億ドル， 91年58億ドルとなった。 90年
の対中輸出32.8億ドルは，中国の対台輸出7.6偉ドルを遥かに超過している。台湾の中国
への輸出は工業製品と中間材であるのにたいして，中国の台湾への輸出は主として工業原
料と委託加工の完成品であった。台湾にとって中国は第5位の貿易相手国，中国にとって
台湾は第6位と相互に重要な貿易相手国となった。
台湾の中国にたいする間接投資も88年以降一挙に拡大した。その正確な把握は困難であ
るが，著者は79~87年に合計1億ドルであったのが， 88年4億ドル， 89年4億余ドル， 90
年16.7億ドル， 91年には20億ドル， 92年25億ドルとしている。これは，主として労働集約
的加工業に投資するもので，原材料と機械，管理者を台湾から送り込み，中国の安価な労
働力で加工し，完成品を輸出するものである。しかし失敗に帰したものも少なくなく， 34
彩の企業にのぼり，独資の失敗率31%にたいして合弁の失敗率69彩と，合弁の失敗率の高
いのが注目される。
台湾から里帰り，観光で中国を訪問するものも急増し， 90年92万人， 91年には 130万人
を突破した。帰郷者は郷里に学校，道路，橋，祠堂，村廟を建設したり，さまざまな寄付
を行っている。
台湾と中国の経済関係が密接になるにつれて，台湾，中国のそれぞれで政治の民主化が
進み，政治的，社会的，文化的にも交流が促進された。そこにソ連，東欧の崩壊， ドイツ
の統一という国際政治の流れが重なって，台湾・中国の統一問題が新しい観点から検討さ
れるようになった。しかし，中国は，台湾との交流が激しくなり，相互にとって重要にな
った今日でも，中華人民共和国は中国の正統政府であり，台湾は中国の一地方政府である
という立場を堅持している。台湾も，中華民国こそが中国の正統政府であり， 「共匪」の
支配する中国を取り戻して統一するという見解は後退しているとはいえ，統一を主張し，
台湾独立を斥ける国民党の李登輝が総統である。統一を掲げていることには変わりはな
い。炎黄の子孫である中華民族が二つの世界に分離していることを不幸とし，統一を中華
民族の悲願とする考えは海峡の両岸に共存している。しかし，台湾では，国民党が，統一
を主張し，台湾独立運動を批判するものの，中国との間に大きな差違があるので，統一を
達成するまでに多くの段階を経なければならなないといって，実際には「中華民国の台湾
化」を推し進め，台湾化を基盤とする「台湾国民党」への変質を図っているだけでなく，
民進党が結成されて，台湾が独立するか中国との統一を目指すかは台湾人の自決権に関わ
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ることだとする見解や，中国から完全に独立して主権・独立・自主の台湾共和国を建設し
なければならないとする見解が強くなっている。著者が中台統一という 「中華民族の悲-
願」が「同床異夢」だという所以である。
「同床異夢」の主張の底には，台湾の現状にたいする透徹した観察と，中華の誇りの下
で無視されがちな少数民族の自決にたいする強い支持，そしてこの原則を尊重することに
よって中国政府があくまでも人民のための政府であって欲しいという願望が込められてい
る。
著者は，台湾の将来を考えるばあいに特に考慮しなければならない歴史的，社会的要因
が二つあるという。まず台湾人と中国人，あるいは本省人と外省人の「省籍矛盾」である。
台湾の人口構成は， 1985年の推計で福建人74.51彩， 広東人13.19彩， 外省人9.85%,「高
山族」 2.37彩，その他0.08彩。日本の敗戦と植民地台湾の放棄にともなう国民党政府によ
る接収と国共内戦における国民党の敗北にともなう中華民国の台湾逃亡によって， 10%足
らずの外省人が台湾を支配するかのような状態が続いてきた矛盾である。 もう一つは，
「共産中国」の存在である。国民党も共産党も，「一つの中国」を主張し，互いに政権の正
統性を主張しあってきた。国民党は，中華民国が正統政府であるという「法統」を台湾人
に押しつけ， 40年におよぶ戒厳令を施行した。国民党を批判したり，台湾独立を主張すれ
ば，ただちに政治犯として厳しく罰せられた。民主化によってようやくそのような批判や
主張ができるようになったのであり，そのような批判や主張を民主化のバロメーターとみ
なすことができる。他方，中国政府は，統一を主張し，台湾独立はどのような手段を行使
してでも阻止することを明らかにしている。著者は，そこには台湾のことは台湾人が決め
るべきだという自治の原則が尊重されていないと，あえて次のようにいうのである。
「もし，中国共産党が， (1)台湾が中国の固有の領土であり， (2)台湾住民は炎黄の子孫で
ある， という論理でもって台湾の武力解放を放棄せず，無理矢理に台湾を統一しようとす
るのであれば，……それは取りも直さず中国共産党が人民解放を課題とする党から人民を
抑圧する党へと変質したことを意味しており，かつての王朝政権となんら変わることがな
く，大国主義的民族ナショナリズム，すなわち中華主義を表明する「中華党」でしかない
ことを意味している」。
このように見てくると，この本は，単に著者の研究の焦点が中国から台湾に移ったこと
を示すものでないことが明かになる。まず，農業に集中した研究から工業はもとより貿
易， 経済協力にまで視野を広げた研究方法の変化がある。 しかし， もっとも大きな跳躍
は，中国研究者の殻を破って，中国中心主義・中華思想を排し，台湾住民の意思を尊重す
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る立場に移行していることである。この三つの移行・変化は， そのいずれもが， 「命がけ
の跳躍」とでもいうべきものである。多くの問題と課題があって当然である。その中の台
湾経済に関する問題と課題を指摘してみよう。
2. 問題と課題
台湾の目覚ましい経済発展は，韓国など他の NICS(新興工業国）諸国とともに注目さ
れた。 OECD1979年のレボートは， これを「新興工業国の挑戦」ととらえ，経済学でも
特に発展途上国に焦点を置いた理論に再検討を強いることになった。昨年の世界銀行の報
告書は， EastAsian Miracleと題されている。台湾経済への関心はさらに高まることが
予想される。著者は，中国農村の調査・研究の中でも， 中国農村の伝統と変革を， 「社会
主義」の視点からだけでなく， 「発展途上国」視点を加味して認識するよう努めてきた。
この本を最近の発展途上国研究との関連で検討してみよう。
1)日本植民地政策の遺産の評価 著者は，「開発独裁」論にたいして，歴史的，社
会的要因を無視ないし軽視していると批判している。しかし，戦後台湾の出発点をなす日
本植民地政策の遺産に関しては，ただ情緒的に重要な問題であるというだけで， 日本の植
民地支配下の台湾経済と戦後の経済発展との関係をどのように捉えようとしているのかを
明らかにしていない。ただ， 「日本の植民地支配があったからこそ現在の経済発展が存在
するという議論」にたいして， 「この議論を普逼化すれば，帝国主義の植民地支配……は
その国の経済成長にとってプラスであったということになり」と斥ている。
確かに植民地支配を正当化しようとする議論は， どの植民地についても存在する。しか
し，台湾，朝鮮などにたいする日本の植民地政策に関する最近の研究は，そのようなとこ
ろに留まっているものではない。多くの研究は，アンドレ・フランクやサミール・アミン
の従属論を出発点にしている。フランクやs.アミンの従属理論は， 第三世界の立場から
ヨーロッパ中心主義を拒否して登場した。「植民地廃絶の宣言」は当然の前提であり，帝
国主義の美化論とは無縁である。また植民地支配がその国の経済成長にプラスであったと
いったことを普遍化することなど， とうてい不可能である。ただ，台湾，韓国の「奇跡」
は，従属理論の単純な図式では解明できない。フランクやアミンの提起を継承して，その
限界を越える新しい理論的展開が求められた。レギュラシオン理論は，この空白を埋めよ
うと登場し，例えば， A.リヒ°エッツは，南ヨーロッパ，ラテン・アメリカ諸国とともに台
湾，韓国を分析して周辺部フォーデイズムの理論を提起しているが， 70年代の状況が前提
になっていて，そこに至る過程の説明が欠落している。また，台湾，韓国と最も密接な経
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済関係をもつ日本の分析がなされていない。このような欠陥は， EastAsian Miracleの
検討に世界の関心が集まっている今日ではさらに深刻である。日本と台湾などアジア諸国
との歴史的関係を含む分析が，発展途上国の将来を切り開くために決定的に重要になって
いるからである。
金泳鏑『東アジア工業化と世界資本主義』（東洋経済新報社， 19邸年）が，韓国の工業化
を，従属論などの検討の上に，日本，アメリカを主とした世界経済の中で分析していて注目
されるが， 日本の植民地政策下の朝鮮，台湾は，シェーマを示すに留まっているといって
よい。 1余照彦「日本帝国主義下の台湾』（東京大学出版会， 1975年）とこの本を矢内原忠雄
の名著「帝国主義下の台湾」（岩波書店， 1929年）にならぶ台湾植民地経済研究の代表的
文献とされる隅谷三喜男などによる『台湾の経済一典型 NIESの光と影』（東京大学出版
会， 1992年）の日本植民地政策下の台湾の研究があるが， 著者は， これらの研究にもな
お不満なのであろうか。 RamonH. Myers and Mark R. Peattie ed., The Japanese 
Colonial Empire, 1895-1945は， 日本統治に積極的な評価をしているとされるが， その
中の Colonialismand Developmentを執筆した SamielPao-san Hoも，フランクの
図式を前提にして，台湾のそれからの偏異を問題にしているのである。
もちろん， 日本の台湾などにおける殖産政策の効果を確認したうえでなお植民地政策が
台湾などがもっていた発展の芽を摘んでしまったということが明らかになる可能性は存在
する。ネールは，イギリスがインドの富を略奪したことによって，インドは貧困と停滞の
底に突き落とされ，イギリスはこの富で産業革命を行って繁栄したといっており，このよ
うな分析はアフリカについてもなされている。中心／周辺図式が適用される状態が作られ
た歴史的過程の説明ということができよう。台湾における台湾史研究の興隆は，著者を驚
嘆させているが，その成果として日本領台以前の台湾の繁栄とその発展の芽が日本によっ
て摘み取られたこととが明らかになるのであろうか。
従属論の中心一周辺の図式は，帝国主義国と植民地の一般的関係を表すものであって，
中心部の発展段階によって，周辺部の低開発の実態が異なる。重商主義段階の中心部との
接触によって周辺部となったアフリカは，村落の結合をも保てなくなって衰退したが，こ
のような衰退＝低開発の発展が常にどこにでも起こったのではない。独占資本主義段階の
中心部は，利潤を最大限に収奪する目的のために， 「殖産興業政策」を植民地政策として
実行しても不思議ではない。この殖産興業政策によって植民地の産業が発展し，植民地人
民の生活に向上が見られても，それらが植民地政策の恩恵を意味するものでないことは，
知識集約的産業や装置産業が重要になり，高等教育を受けた労働者を多数必要とする資本
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主義段階で，労働者の大部分が子供に高等教育を受けさせても，そのことが資本の恩恵と
して美化されることでないのと同じである。
たしかに， 日本の植民地は， 欧米帝国主義の植民地の状況と大きく異なる。その違い
が，アフリカやラテン・アメリカを視野においた植民地主義，新植民地主義の研究の成果
の上に日本植民地政策の下での台湾，朝鮮経済の研究の成果を積み重ねることをためらわ
せているかのようである。さらに， ョーロッパ中心主義を強く拒否する発展途上国研究の
最近の傾向はアジア，アフリカ，ラテン・アメリカの子供たちにヨーロッパの言葉で賛美
歌を歌うことを教えた「文明の使徒」も，神社や日本仏教の寺院をもちこんで日本語教育
を強いたことと同じ基準で評価することを迫ろうとしている。台湾における日本植民地支
配の評価は，容易なことではない。しかし，その解明は，単に発展途上国の開発にとって
だけでなく，まさに現代の最も重要な課題になっているのである。
2)国民党の日本資産没収と経済政策 著者は，国民党の独裁があったからこそ現在
の経済発展が存在するという「開発独裁」論の批判に闘志を燃やしている。韓国について
も，朴正熙大統領の下で「漢江の奇跡」が始まり，全・慮両将軍大統領に引き継がれた。
台湾，韓国というアジア NICSの両リーダーについては， 確かに独裁体制の下で目覚ま
しい経済発展が生じた。パキスタンについてそのように書かれたこともあった。しかし，
それを普逼化して「開発独裁」論として確立できるかは，大いに疑問である。多くの発展
途上国に出現した独裁体制のほとんどすべてが経済政策に失敢した。 また，著者は， 「開
発独裁」の見解には， 「権威主義体制のリーダーが非常に清潔で私欲がなく， ただひたす
ら国家の経済発展だけを希求し，その目的のために強権を発動してきたという見方が暗黙
のうちに前提されている」といっているが，韓国の両将軍大統領の例を挙げるまでもな
く，権威主義体制と政治的腐敗，経済的貧困・停滞を結び付けて考えるのが一般的であろ
う。著者は，国民党独裁政府が台湾経済に果たした役割を明らかにするためには，「独占的
公営企業や利権を持つ党営企業が経済発展に如何なる影響を与え，民間企業の成長にどの
ように貢献したのか」を検討しなければならないとしている。確かに，公営，党営企業の
検討は重要な研究課題である。また，戦後初期には公営企業の比率が高く， 1952年にはま
だ56.6彩と公営企業の工業生産額比率のほうが高かったのに， 90年には民営企業が81彩と
圧倒的に高くなっている。後に指摘するように， 日本の円借款の3分の 1に相当する約7
千万ドルが公営企業を対象にしたものである。同様のことはアメリカの援助についてもい
えよう。政府の手厚い保護のほかにこのような危大な外国援助を受けたにもかかわらず，
公営企業は，国民党政府の保護も外国政府の援助もほとんど受けなかった民間中小企業の
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成長に及ばかなったのである。さらに，この間の経済成長を引っ張った民営の労働集約的
加工業と大型装置産業の公営企業がリンクしていなかったことも指摘されている。この構
造的欠陥は，今日のように産業高度化が重要な課題になればいっそう深刻になる。
では，公営企業は， 日本資産を接収して創られ，政府と密接な関係を保ち， 日本とアメ
リカの危大な政府援助を受けたのに，これら政府の援助や保護とほとんど無関係だった民
間中小企業の成長にはるかに及ばなかったのは何故か。確かに，そこには，著者が繰り返
し強調するように，経済指標だけでは説明できない重要な問題が存在する。その問題の解
明のためには，国民党の社会・経済的性格と民間中小企業の社会的性格を対比して検討す
ることが重要なのではないだろうか。隅谷三喜男は，国民党の性格を「半封建的中国社会
の土台の上に生成・確立した官僚資本」と規定し，「資本と半封建的権力の癒着を特徴と
する官僚資本は，前近代的官僚制に依拠して近代産業を経営するところに限界」があり，
「戦後接収による膨大な官僚独占体制は，明らかに台湾の資本主義的体制を後退させるも
のであり，また経済混乱の一因でもあった」としている（『台湾の経済』 29ページ）。隅谷
の説明のすべてを肯定するかどうかはともかく，国民党の社会・経済的性格を指摘するこ
とによって，その日本資産接収の台湾経済にたいする意義を明らかにすることがでるので
ある。
戦後台湾の公営企業と民間中小企業の対比は，現在の中国の開放路線に重要な教訓を示
唆するのではないだろうか。沿海地域開放政策は，外国投資．とくに先端技術をもった大
企業の進出を期待している。しかし，外国企業がこの地域に進出するに際して大きな障害
として立ちふさがっているのが，中国国営大企業である。日本の民営化にならって民営に
移し，民間活力によって活性化を図るという意見もあるが，エネルギー，ガス，電気，輸
送，通信など公共的性格の強い企業を含み，一方で深刻な公害問題を抱えているので，こ
とはそう簡単なものではない。また，外資系大企業と中国企業のリンクの問題がある。重
要なことは，外国の援助への高い期待の陰で，中小企業の発生，発展の過程を見定め，こ
れを促進することが軽視されていることである。この中小企業の発生•発展に関する教訓
については，後に述べる。
著者は，国民党が台湾の行政を引き継いだ直後に発生し，国民党政府と台湾人の対立を
決定的なものにした2・2鴎t件を，それに関する台湾の研究とともに紹介している。この
事件を台湾の将来と関連させて注目しているところにこの本の一つの特徴があると思う
が，この事件に象徴される国民党政府と台湾人の関係（文化的摩擦？）を理解するために
も，台湾を支配した日本の資本主義の発展段階，その下での台湾社会の経済・社会的性格
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と， 日本の支配を接収した国民党の社会・経済的性格の対比は重要なのではなかろうか。
3)アメリカの援助 著者は，アメリカの経済援助を， 「独裁政府」の経済政策の不
十分さを補って経済発展に貢献したと見ているようであるが， そうならば， 大問題であ
る。
まず，国民党の台湾支配が確立するのに果たしたアメリカの役割にたいする評価がきわ
めて曖昧である。日本が中国封じ込め政策に加担したことを問題にしているが，中国封じ
込め政策は．アメリカのアジア戦略を柱としたものではなかったのか。そして，中国を封
じ込めるには，台湾の国民党政府を支援しなければならず， 日本の中華民国との平和条約
の締結も，アメリカの要請で行われたのではなかったのか。著者も，隅谷も，冷戦の開始
を中国革命勝利の1949年に求めているが，一般的には，冷戦への転換は，共産主義の脅威
の存在するところへは，何時でも，何処へでも出かけていって戦う対外干渉政策の開始を
宜言したトルーマン・ドクトリンと，これに対抗して社会主義革命の拡大を宣言したコミ
ンフォルムのジュダーノフ宣言が出された1947年に始まったとされている。そこに，その
翌194梃Fには，朝鮮民主々義人民共和国と大韓民国が生まれるのである。この1947年のト
ルーマン・ドクトリンとともにアメリカの対外援助も始まるのであるが， 60年頃までは，
きわめて軍事的・政治的性格の強いものであって，受取国の経済発展に貢献するよりは，
李承晩政府のような強権独裁体制を作り出し，支えることを目的とするものであったb軍
事援助とアメリカの余剰農産物の持ち込みを特徴とするこの時期の援助は，経済的には，
農業を主要産業とする受取国の農業に打撃を与え，経済発展の道は開かれなかった。 60年
に韓国とトルコで「学生革命」が成功したのには，そのようなアメリカの援助に依存する
強権体制にたいする国民の不満があった。アメリカの援助が発展途上国の経済への貢献に
配慮するようになるには，ケネデイ大統領の登場を待たなければならなかった。初期のア
メリカの援助が台湾経済の発展に貢献したといわれるのは，台湾独自の事情，例えば大陸
から多くの人が国民党とともに逃げてきて，この急増した人口のために生じた食料不足を
救ったということがあるのであろうか。具体的な指摘が必要である。また，後に日本の政
府援助について指摘するように，援助が公営企業を主として援助するものでなかったかど
うかの検討も必要であろう。さらに，アメリカの援助は日本の援助と比べて受取国の経済
に与える効果が少ないのが一般的であるが，この点はどうなっているのであろうか。
台湾においても， 文馨壁『経済奇跡的背後一台湾美援経験的政経分析 (l951~1965)」
（自立晩報社文化出版部， 1990年）のように，アメリカの援助が冷戦下のアジア戦略の一
環として，台湾をアメリカの世界体制，台湾経済をアメリカ経済に繋ぎ止めるためのもの
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であって，主として公営企業のためであったと批判的に捉えるものが現れていることに注
目しなければならない。
著者は， 「アメリカの経済援助や公営企業独占に対する圧力があり， アメリカの唱える
自由主義経済を背最に，民間企業が公営企業の間隙を縫って経済成長を達成してきた」と
いって肯定的である。アメリカの台湾政策が公営企業独占を牽制したのか， 援助したの
か，アメリカと日本の民間援助と台湾民間資本の結び付きが具体的に示されなければなら
ないであろう。
4)土地改革と民間中小企業 戦後台湾経済発展の第三の要因として土地改革によっ
て発展した農業が輸出の主役として外貨を稼ぎ，工業化に貢献しただけでなく，発展した
農業は工業製品の市場を拡大し，農業セククーに貯蓄した預金も工業化資金になった。土
地改革の際に地主への支払が接収した日本の中小企業の株券でなされたことは，領台期の
日本の中小企業が雑貨生産を主としただけに，初期の輸入代替産業の発展に貢献した。 60
年代の民間中小企業主導の急速な経済発展の基礎に土地改革があったことの指摘は重要で
ある。これとともに，土地改革が民間中小企業主導の経済発展につながったことが，比較
的に所得分配の平等を維持して発展し，雇用の成長弾力度が高い台湾経済の重要な特徴を
作りだしたことにも注目することが大切である。
二段階革命説に固執して発展途上国においても土地改革はただ植民地革命によってのみ
遂行できるものであるという見解は， 日本においても頑強に主張された。しかし，現実に
は，土地改革は国連が発展途上国開発と取り組むようになった当初から発展途上国開発の
重要プログラムの一つになっている。土地改革によって，金利の引き下げ，経営者の権利
の尊重，企業家スピリットの醸生ができると考えられるからである。ただ，それが徹底し
た形で遂行されたのは，資本主義圏では日本と台湾だけであり，台湾の発展の特徴の一つ
はここにある。では， どうして日本と台湾だけで徹底した土地改革が可能になっのか。著
者は，外来の国民党が台湾の地主階級と繋がりがなかったことを挙げている。日本の農地
改革も， GHQによって行われたからこそ徹底的なものになった。しかし，政策主体の外
来性だけでは十分な説明ができない。とくに，土地改革が国連の発展途上国開発プランの
一つになり，世界銀行の融資などに際して必ずといってよいほど士地改革の勧告がなされ
ているのに実行された国がないだけに，政策主体の外来性だけの説明では不十分である。
日本と台湾で何故それが実行されたのかが説明されなければならない。さらに，土地改革
が農業の急速な発展につながったことの説明は，農業の中に土地改革を待望し，それを準
備するものがあったことの指摘によってはじめて説得的になる。日本の場合には，それは
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寄生地主制のもとに農業が発展し，その結果，戦時経済の下で小作料と農地価格の統制な
どが行われ， 占領下で GHQの指令に先だって， 極めて穏健なものであれ，農地改革が
準備されたことが挙げられる。台湾においても， 日本統治下の農業の発展や，戦時経済下
の小作料統制令，臨時農地価格統制令などが検討されなければなるまい。とくに，土地改
革が，単に農業の発展をもたらしただけでなく，民間工業の発展とつながったことを明ら
かにするには， 日本統治下の農業の発達とともに，農産加工業の発達が検討されなければ
ならないのではなかろうか。
ここでも，国営企業のところで触れたように，台湾農民と民間中小企業関係者の社会的
性格に注目する必要があるのではなかろうか。農業における資本主義の発展を経済指標だ
けで判断することを戒めた先駆的業績に， レーニンの諸理論がある。大農の優位を強調し
たカウッキー「農業問題」にたいする批判，ロシアの中心部よりも封建的規制の弱い辺境
における資本主義的関係の発展に注目した「ロシアにおける資本主義の発達』， 封建的地
主の資本家的経営への転化を主とするプロシア型の道と小農の発展を主とするアメリカ型
の道との対抗を重視した「農業における資本主義発展の二つの道」の理論などである。い
ずれも，階級，階層の歴史的，社会的性格とその階級，階層の資本主義的発展との関係に
関するものである。これらの理論は，かつて後発資本主義国や植民地，発展途上国の資本
主義分析の際には必ずといってよいほど取り上げられながら，従属論などではまったく無
視されているようであるが，公営大企業よりもはるかに急速な民間中小企業の成長は，こ
れらの理論とくに「二つの道の道論」に照らせば最も明瞭に理解がつくのではないだろう
か。
土地改革は，単に，地主の土地所有を耕作者に移し，地代を廃絶することに終わるもの
ではない。農村の社会的性格の変化が重視されなければならない。土地改革が民間中小企
業主導の経済発展につながったことだけでなく，近代化された農村から近代的な労働力を
供給することになったかどうかも検討されなければならないであろう。
土地改革による農業の発展と，それを基礎にして民間中小企業が政府や公営企業の支援
をあまり受けることなくすばらしい発展を遂げたことは，自由経済の下で資本主義的関係
がどのように形成され，発展するかを示すものとして重要であるが，社会主義市場経済の
下で農業の発展を基礎に工業が形成され，発展する過程を示すものとしても重要である。
著者は， 「外資を導入した経済建設こそが中国を発展させる鍵であり， 中国の将来を約束
する」という改革・開放路線に無批判に追随することを戒めている。経済に即していえ
ば，外資を導入した経済建設は，その国独自の資本形成とつながらなければ，将来の発展
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を約束するものではない。その中国独自の資本形成のためには，農業の発展とそれを基礎
にした中小企業の発展が最も大切である。しかし，中国政府も中国の研究者も，この重要
な点を無視ないし軽視しているように思われる。著者の中国農業の研究も，中国の資本形
成全体との関連でその発展の可能性と，それを基礎にした工業の形成，発展の研究は，今
後の課題として残されている。台湾研究を基礎にした中国研究の再展開を期待してやまな
い。
5)日台関係 著者の日台関係槻は，やや混乱しているのではないだろうか。日本が
アメリカに追随して中国封じ込め政策に加担し，台湾を過去の植民地時代の「小国」とし
て無視し続けたといっているが，矛盾したことではなかろうか。
確かに日本の外交政策は，一貫してアメリカ追随であった。天安門事件後の対中国政策
は，まった＜例外の一つである。しかし，そのために， 1972年に中華人民共和国と国交を
回復するまでは，中華民国を中国の正統政府としてきたし，また，台湾にとって重要な経
済援助国でもあった。
経済協力に関しては，円借款を， 1965年に第1次1億5千百万ドル， 72年第2次2千6
百万ドルを供与し，その年の日中国交回復にともない，台湾はその中3百万ドル足らずを
辞退している。政府の技術協力では， 2,255人の研修生， 235人の留学生を受け入れ， 312
人の専門家を派遣している。また，基隆，高雄に開設された職業訓練センターに20人の専
門家を派遣し， 2億3千万円相当の機材を供与し， 240人を訓練し，医療協力として寄生
虫対策，省立病院，結核対策に2千万円余の機材を供与し， 3人の専門家を派遣した。延
ベ払い輸出信用は， 70年には約1億7千万ドルに達している。民間協力も73年3月末まで
に478件， 1億8百万ドルの投資と専門家の派遣を行っている。アメリカは， 64年に余剰
農産物以外の政府援助を止めたので，その後は日本の援助は特に重要であった。
政治的関係がなくなってからも，著者の指摘するように，貿易，投資，人的交流などで
密接な関係を維持したのは，まった<, この実績の上に可能になったのである。そして，
輸入は日本に，輸出はアメリカヘという経済構造が作り上げられることになるのである。
もちろん，アメリカの経済援助と同様に， 日本の援助についても，それが果たした役割
の検討は，興味深い課題であろう。日本の政府援助は，社会資本整備関連の比率が高いこ
とを特徴としている。台湾にたいする円借款約1億7,400万ドルの内訳は次ページの表の
通り。
すなわち円借款の約3分の2が社会資本に，約3分の1が公営企業を対象としたもので
あった。この台湾にたいする政府援助は， 日本の経済協力に反省を迫るものであろう。
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社会資本関連（単位千ドル） 産業関連（単位千ドル）
（第1次）
下達見電力計画 6,251 台湾アルミ改善 2,400 
送配電 26,162 台湾糖業近代化 10,635 
基隆港改善 1,437 アンモニア・プラント 8,500 
高雄港改善 3 500 尿素プラント 4,300 
台北橋改善 1,400 台湾機械改善 2,001 
電気通信施設改善 3,500 台湾肥料改善 4,842 
港湾荷役設備 2,800 唐栄鉄工改善 7,172 
高雄第2港口 4,700 琉酸プラント 1,300 
曽木水庫 30,000 台湾造船 3,200 
小 計 79,750 台湾航空 3,150 
小 計 47,500 
（第2次）
電信電話施設拡張計画 17,533 イオン交換膜製塩ブラント 5,844 
備考通商産業省通商政策局「経済協力の現状と問題点 1973」317ペー ジ。
まず，援助が社会資本の整備と大企業の支援に集中することは，援助の大型化につなが
る。国内の公共事業でも大型化の反省がなされるようになったが，このことは経済協力に
おいて特に重要である。大型プロジェクトは，マルコス時代のフィリッピンに典型的な例
を見るように，中央政府の強力化を助け，強権体制の確立につながる危険があるからであ
る。つぎに，著者がいうように日本の協力も台湾の民間企業の発展に貢献したとすれば，
民開企業の発展に直接に貢献したのは，主として民開援助であったといえるのではなかろ
うか。また，台湾の経済発展が民間中小企業主導でなされたことが雇用の成長弾力度が高
く，比較的に所得の平等を維持した成長につながったのに， 日本の政府援助が公営企業に
集中したことは，深刻な問題を投げかける。アジアの中で唯一の経済の発達した国である
日本にとって，その経済協力は，最近の労働力の国際移動，在日外国人労働者問題を考え
れば明らかなように，単に受取国の経済発展に協力するだけでなく，できるだけ雇用の成
長弾力度の高い成長を導くように配慮することが，きわめて肝要なことと思われる。しか
し， 日本の経済協力は，台湾と韓国を比較すればいっそう明瞭になるように，受取国の雇
用の成長弾力度にまった＜配慮してこなかった。台湾と比較にならないほど巨額の援助の
受取国・韓国は， 「漢江の奇跡」が称賛されるかたわらで， おびただしい人口をアメリカ
と日本に向かって流出させて今日に至っている。新しく検討が急がれる問題である。
著者は，貿易，投資の総額と日本への渡航者の総数を示すほかは， 日本との関係を問題
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にしていない。残念なことである。
日本の政府と財界が戦後一貫して台湾を無視・軽視してきたとはいえないが， 日本の研
究者とくに中国研究者が台湾を無視・軽視してきたことは確かである。著者は，このこと
の深刻さを， 「中台両岸の緊張と緩和において日本の果たすべき役割が大きいだけに，中
国研究者の台湾無視の責任は重く，彼らの「教条主義的」研究姿勢は早急に改められなけ
ればならない」といっている。このような自覚に基づいて書かれたところに本書の特徴が
ある。もちろん，中台両岸の緊張と緩和に果たしている日本の大きな役割を明らかにする
とともに，この地域の発展の過程とそこに存在する因果関係を分析して発展途上国発展の
ための理論を提供する仕事は，ようやくその一歩を踏み出したに過ぎず，これからの課題
である。著者のいっそうの健闘を期待してやまない。
（田畑書店， 1993年11月， A5版， 230+VIペー ジ， 2,400円）
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